
米子市建設工事入札参加資格者格付審査要領 

 （趣旨） 

第１条 この要領は、米子市内に主たる営業所を有している建設業者で、本

市の指名競争入札参加資格を有すると認めた者（以下「市内業者」という。）

について当該参加資格に係る格付（以下「格付」という。）を行う場合に、

その取扱いに関し必要な事項を定めるものとする。 

 （格付対象工事の種別） 

第２条 格付は、次の各号に掲げる発注工事種別について、それぞれ当該各

号に定める等級に区分して行う。 

 (1) 土木一式工事（一般） ４等級（Ａ級、Ｂ級、Ｃ級、Ｄ級） 

 (2) ほ 装 工 事   ２等級（Ａ級、Ｂ級） 

 (3) 建築一式工事（一般） ３等級（Ａ級、Ｂ級、Ｃ級） 

 (4) 管 工 事  ２等級（Ａ級、Ｂ級） 

 (5) 電 気 工 事  ２等級（Ａ級、Ｂ級） 

 （格付の方法） 

第３条 格付は、別表により次項の規定により算定した総合点数に応じて行

うものとする。ただし、前年の格付等級より２等級以上の変動がある市内

業者については、１等級の変動に止めるものとし、新規業者については、

最下位の等級に格付するものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、総合点数が別表に掲げるそれぞれの基準点数

を満たす者が、次の各号に掲げる要件を満たしていない場合には、当該等

級の１等級下位の等級に格付するものとする。 

(1) １級技術者要件（審査基準日における建設業法（昭和２４年法律第１

００号。以下「法」という。）第２７条の２９の規定による総合評定値の

通知に記載された１級技術職員数による。） 

工事種別 Ａ級要件 Ｂ級要件 

土木一式工事（一般） ４人以上有すること。 １人以上有すること。

建築一式工事（一般） ３人以上有すること。 １人以上有すること。

管  工  事 ２人以上有すること。           

電 気 工 事 ２人以上有すること。           

 (2) 特定建設業要件（法第３条第６項に規定する特定建設業の許可をい   

う。） 

工事種別 Ａ級要件 

土木一式工事（一般） 土木工事業に係る特定建設業の許可 

建築一式工事（一般） 建築工事業に係る特定建設業の許可 

管 工 事 管工事業に係る特定建設業の許可 

電 気 工 事 電気工事業に係る特定建設業の許可 



３ 総合点数は、次に掲げるところにより算定する客観的事項による点数（以 

下「客観点数」という。）と米子市独自の基準による点数（以下「主観点 

数」という。）を加えて算定するものとする。 

 (1) 客観点数は、平成１１年建設省告示第１０５６号（建設業法の規定に

基づき、平成６年建設省告示第１４６１号「建設業法第２７条の２３第

３項の経営事項審査の項目及び基準を定める件の一部を改正する件」）

に基づき算定する。 

 (2) 主観点数は、次に掲げる項目について算定した数値を加減して求める  

ものとする。ただし、その点数が２３０点を超えるときは、２３０点と

する。 

  ア 米子市から受注した建設工事の４年間（前年の４月から１２か月の

間を１年間とし、その間に完成検査を行ったもの）の平均工事成績点

数に１．５を乗じたものとする。ただし、緊急対応工事に対する工事

成績は、これを対象としない。 

    なお、工事成績が４年間ない場合は、６０点とする。 

  イ 米子市優良建設工事表彰要領に基づき推薦を受けた工事を施工した   

者については、前条に規定する当該発注工事種別（以下「発注工事種

別」という。）に対して、それぞれの工事種別ごとに１件を限度とし

て２０点を加点し、同要領に基づき優良建設工事に認定された工事（以

下「優良認定工事」という。）を施工した者については、重ねて１０

点を加算するものとする。 

        なお、特定建設工事共同企業体による施工については、２０点（優

良認定工事にあっては、３０点）を当該共同企業体の構成員数で除し

た点数（小数点以下切り捨て）を当該共同体の代表者を除く構成員に

それぞれ加点し、代表者には２０点（優良認定工事にあっては、３０

点）から代表者以外に加点すべき点数の合計を減じた点数を加点する。 

  ウ 次に掲げる研修を受講した者は、３０点を限度として、受講修了者

１人につき２点の加点をする。 

   (ｱ) 国、鳥取県及び米子市が主催する研修で、加点にふさわしいと認

めたもの 

   (ｲ) 財団法人鳥取県建設技術センターが主催するもの 

   (ｳ) その他の団体が主催する研修で、加点にふさわしいと認めたもの 

  エ 前回の入札資格審査を行った年の１月１日から当該年度の入札資格   

審査を行う前年の１２月３１日までの間に、次に掲げる指名停止を受

けた者は、それぞれに掲げる点数を減じる。 

指名停止 減 点 

指名停止１月以内 １０点 

指名停止３月以内 ２０点 

指名停止５月以内 ３０点 

指名停止５月以上 ５０点 



 オ 財団法人日本適合性認定協会又は国際認定機関フォーラムにおける

国際相互承認協定を締結している認定機関が認定した審査登録機関が

行うＩＳＯ９００１又はＩＳＯ１４００１の認証を取得している者に

ついては、それぞれ１０点の加点を行う。 

  カ 低入札価格調査制度に基づき当該入札が失格となった者は、失格回

数に応じ、１回につき１０点の減点を行う。 

（格付の通知及び公表） 

第４条 前条の規定により格付をした場合には、格付等級、総合点数及びそ 

の他の項目を本人に、適切な方法により通知するものとし、格付名簿を作 

成したときは、速やかに公表するものとする。 

 （中間年度の格付等） 

第５条 入札参加資格審査の申請の受付を行わない年度（以下「中間年度」 

という。）においては、前年度の格付を適用するものとする。ただし、新 

規業者については、格付を行うものとする。 

２ 既に格付を有する者は、直近の経営規模等評価結果通知書・総合評定値

通知書の写しを当該年度の前年の２月末日までに提出しなければならな

い。 

  ただし、当該通知書の提出がない者は、法第２７条の２３の経営事項審

査を受けていないものとみなす。 

３ 第３条第２項各号に掲げる要件に変更があった者は、必要な書類を添付 

して、前項に定める期間に、その旨を届けなければならない。 

４ 第１項の規定にかかわらず、前項の届出により格付に変更があるときは、 

中間年度の格付を変更できるものとする。 

 （合併等） 

第６条 本市の格付を有する建設工事業者が、年度途中において合併及び経 

営譲渡等により資格内容に変動があったときは、当該業者のうち上位に格 

付けされた等級をもってその等級とする。 

 （意見の申出） 

第７条 決定された格付に意見のある市内業者は、当該通知を受けた日から

起算して３０日以内に理由及び参考となる資料を添付して意見を申し出る

ことができる。 

（算定方法の特例） 

第８条 入札参加資格の有効期間が２年の場合は、第３条第３項第１号に定

める客観点数については、直前の総合評定値を適用し、同項第２号イ及び

ウに係る算定の方法は２年間の平均とし、同号エ及びカに係る算定の方法

は２年の合計とする。ただし、新規業者については従前の方法による。  

附 則 

この要領は、平成１８年３月３１日から施行する。 

   附 則 

 この要領は、平成１８年１２月１８日から施行し、平成１９年度の格付審

査から適用する。ただし、第３条第３項第２号ウについては、平成２０年度

以降の格付から適用する。 



別表（第３条関係） 

発注工事種別格付基準 

区分 
土木一式工事

（一般） 
ほ 装 工 事

建築一式工事

（一般） 
管 工 事 電 気 工 事

Ａ 955 点以上 955 点以上 955 点以上 915 点以上 915 点以上

Ｂ 865 点以上 955 点未満 865 点以上 915 点未満 915 点未満

Ｃ 775 点以上  865 点未満            

Ｄ 775 点未満          

 


